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Ⅰ 米国競争法(政策) 
 

本号では、連邦取引委員会(FTC)による医療機器メーカーの統合に関する審判開始決定書
の発出と司法省(DOJ)によるニュース市場における見解の競争についての意見書を取り上げ
る。 

１件目は、FTC による医療機器メーカーの統合に関する異議に関するものである。FTC
によれば、今回の買収により、大動脈逆流症の治療に用いられる経カテーテル大動脈弁置換
デバイスにおける競争を減少させ、イノベーションの低下、製品品質の低下、消費者への価
格上昇の可能性をもたらすおそれがある。 

２件目は、主流メディアと大手デジタルプラットフォーム事業者が協調して、特定の意見
を有するオンラインニュース出版社を排除したとされる事案において、DOJ が連邦地方裁
判所に提出した意見書に関するものである。DOJ の意見書では、反トラスト法はニュース市
場における見解の競争をも保護することが説明されている。 

 
１ 企業結合関係 
(1) FTC、医療機器に関する反競争的な買収に異議(2025 年8 月 6 日)1 
 
 連邦取引委員会(FTC)は 2025 年 8 月 6 日、医療機器サプライヤーのエドワーズ・ライフサイ
エンス・コーポレーション(エドワーズ)がジェナバルブ・テクノロジー・インク(ジェナバルブ)の
買収を提案したことに対し、この買収が致命的な心臓疾患の治療に用いられる命を救う医療機
器への患者のアクセスを制限する懸念から、買収を阻止する措置を講じた。 

FTC のプレスリリースによれば、大要次のとおりに説明される。 
FTC は、2024 年 7 月の 2 日間にわたり、エドワーズがジェナバルブと JC メディカルの

2 社と買収契約を締結したと主張している。この 2 社は、大動脈弁逆流症の治療に用いられ
る経カテーテル大動脈弁置換デバイス(TAVR-AR デバイス)を市場に投入する競争を繰り広げ
ていた主要企業である。エドワーズは 2024 年 7 月に JC メディカルの買収を完了している
ため、提案されているジェナバルブの 9 億 4,500 万ドル(約 1390 億円、１ドル＝147 円換算)の
買収によって、エドワーズは、米国で TAVR-AR デバイスの臨床試験を継続している全 2 社
を統合することになる。審判開始決定書によると、この取引は TAVR-AR 市場における競争
を減少させ、イノベーションの低下、製品品質の低下、消費者への価格上昇の可能性をもた
らすおそれがある。 

FTC 競争局⻑のダニエル・グアルナーラ⽒は次のとおり述べた。｢エドワーズが TAVR-
AR デバイスにおける米国市場を買収しようとする試みは、命を救う人工心臓弁のイノベー

 
1 FTC Challenges Anticompetitive Medical Device Deal, Edwards Lifesciences’ acquisition of JenaValve threatens to 
disrupt competition for revolutionary heart condition device, the FTC alleges, August 6, 2025. 
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ションを促進してきた直接的な競争を消滅させるものである。FTC は、この競争阻害的な取
引を阻止し、ジェナバルブとエドワーズの子会社の JC メディカルが競争を継続することで、
イノベーションを促進し、治療対象の拡大を図り、コストを抑えることを確保するため行動
を起こしている。米国人は、他の市場と同様に、医療機器メーカー間の競争から得られるす
べての恩恵を享受する権利がある。｣ 

800 万人を超えるアメリカ人が大動脈弁逆流症に罹患している。これは心臓の大動脈弁が
適切に閉じないため、血液が心臓に逆流する状態である。現在、大動脈弁逆流症の治療法と
して米国食品医薬品局(FDA)が承認している唯一の方法は、開胸手術による弁置換術である。
一方、TAVR-AR デバイスは、この疾患を治療する新たな低侵襲的な方法を提供する。 

ジェナバルブは、米国で初めて TAVR-AR デバイス｢Trilogy｣を商業市場に投入する最初
の企業となる見込みである。エドワーズがジェナバルブを買収した場合、エドワーズは最も
先進的な 2 つの TAVR-AR デバイスを支配することになると、FTC は審判開始決定書で主
張している。エドワーズとジェナバルブ以外の企業が米国で他のTAVR-ARデバイスのFDA
承認や商業化を実現する可能性は、当面の間は期待できない。 

FTC の審判開始決定書によると、エドワーズの傘下企業である JC メディカルを通じてエ
ドワーズとジェナバルブが直接対抗する競争によって、両社による TAVR-AR デバイスの開
発が加速している。ジェナバルブとエドワーズが直接競争を継続し、それぞれの TAVR-AR
デバイスの臨床試験、製品改善、商業化計画を完了させれば、最終的に、患者は利益を受け
るであろう。 

エドワーズの買収戦略による競争上の懸念は、エドワーズがジェナバルブと JC メディカ
ルを同時に保有していることを前提としているが、実際にエドワーズは JC メディカルの所
有権を維持したままジェナバルブを買収する試みを選択した。審判開始決定書によると、エ
ドワーズは提案されたジェナバルブ買収に伴う競争上の懸念を解消するために JC メディカ
ルを売却する意向を示していない。 

委員会は、審判開始決定書の発し、職員に一時的な差止命令と仮差止命令を求める権限を
付与する投票を 3 対 0 で可決した。 
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２ 共同行為関係 
(1) DOJ、競争者の見解をプラットフォームから排除することによる思想の市場における競争

の抑圧に関して意見書を提出(2025 年 7 月11 日)2 
 

2025 年 7 月 11 日、司法省(DOJ)反トラスト局は、Children’s Health Defense ほか対
Washington Post ほか事件において、ワシントン D.C.地区連邦地方裁判に意見書(statement of 
interest)3を提出した。 

DOJ によるプレスリリースによれば、大要次のように説明される。 
この訴訟は、COVID-19 パンデミックに関する独立したニュースや意見を共有したためプラ

ットフォームから排除されたと主張する原告たちが主導するもので、ワシントン・ポスト、
BBC、AP、ロイターが相互に共謀し、大手デジタルプラットフォームと結託して、主流メディ
アと競合する独立した視点からの競争を抑制したと主張している。DOJ による意見書では、反
トラスト法がニュース市場における見解の競争を保護する仕組みを説明している。 

司法省反トラスト局のアビゲイル・スレーター局⻑は次のように述べた。｢企業が市場支配力
を濫用して独立した声を排除し、伝統的なメディアを保護することで、競争を損ない、消費者
が依拠する情報の自由な流通を脅かす。反トラスト局は、反トラスト法が思想の市場を含む自
由市場を保護する原則を常に擁護する。｣ 
 
 DOJ による意見書の概要は次のとおり。 

原告らは、主流メディアの報道内容としばしば矛盾するコンテンツを持つオンラインニュー
ス出版社のグループである。原告らは、数社の主流ニュースメディア—ワシントン・ポスト、
英国放送協会、ロイター、AP 通信(総称して｢被告ら｣)—が、Facebook、Google、Microsoft、
Twitter(総称して｢プラットフォーム｣)などのインターネット企業との間で｢信頼できるニュース・
イニシアチブ(TNI)｣と呼ばれる業界パートナーシップを締結したと主張している。そして、原
告の主張によれば、そのパートナーシップの一環として、被告らは、協力して COVID-19 や米
国政治の特定の問題に関する TNI メンバーの報道に異議を唱え、競合する報道に従事する競
合ニュース出版社を、世界の支配的インターネットプラットフォームから排除することに合意
したことで、TNI がシャーマン法１条に違反して特定の見解の供給を制限したと主張してい
る。これに対して、被告らは、TNI は有害な偽情報を特定することを目的とした業界情報共有
パートナーシップであり、また、原告らのコンテンツを阻止するよう談合することで原告らに

 
2 Justice Department Files Statement of Interest on Suppression of Competition in the Marketplace of Ideas Through 
Deplatforming of Rival Viewpoints, July 11, 2025. 
3 28 U.S.C. § 517 は、司法⻑官が、司法省の職員らに対して、合衆国において係属中の訴訟における合衆国の利
益に関与するよう指示することを認めている。本件の意見書はこの条文を根拠に提出されたものである。 
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損害を与えたとしても、アイデアの市場における競争の抑制は認識可能な反トラスト損害では
ないと主張している。 

反トラスト法は競争のあらゆる側面を保護する。競争プロセスは消費者厚生を最大化するが、
それは反トラスト法が消費者にとって何が最良かを規定することによってではなく、制限され
ない競争力の相互作用により、我々の経済資源の最良の配分、最低価格、最高品質、最大の物
質的進歩をもたらし、同時に我々の⺠主的政治・社会制度の維持に資する環境を提供すること
を可能にすることによって達成される。競争の特定の側面の重要性—例えば、価格、品質、選
択—は、特定の業界の商業的現実において競争がいかに展開されるかに依存する。訴状は、ニ
ュース組織が価格だけでなく、彼らが提供する見解の品質、内容、多様性などの非価格競争パ
ラメータをも通じて聴衆を求めて競争する反トラスト市場を主張している。また、訴状は、ニ
ュースソースの信頼それ自体も競争の重要な側面であるとも主張している。これらの主張は、
コンテンツ競争がニュースメディア業界の重要な特徴—そして消費者利益—であるという法の
⻑年の認識と一致している。したがって、原告らが被った損害が認識可能な反トラスト損害で
はあり得ないという被告の主張は誤りである。反トラスト損害は、｢被告の行動の競争減少的側
面又は効果｣を被ることを要求するに過ぎない。原告らは、見解競争がニュースコンテンツをめ
ぐって関連市場で展開されていること、コンテンツ競争の減少が、彼らの異なる見解を評価す
る消費者に到達する能力を奪うことによって彼らの収益を減少させたことなどを主張している
ため、反トラスト損害を実証するのに十分であり得る。 

最高裁判所は、シャーマン法１条の法的文言｢契約、結合…又は共謀｣を共同行為を要求する
ものと解釈してきた。共同行為とは、｢『独立した経済利益を追求する独立した経済主体』を結
合｣し、その合意が｢『市場から独立した意思決定の拠点を奪い』、したがって『起業家的利益の
多様性』を奪い、実際の又は潜在的競争を奪う｣行為である。競合ニュース出版社が一堂に会し、
ニュース事業の側面を共同で実施する場合、それはシャーマン法１条の精査の対象となる共同
行為である。 

裁判所は問題となった行為が不当に取引を制限するかどうかを判断しなければならない。当
事者の準備書面は当然違法の議論を詳細にカバーしているため、この意見書は合理の原則に焦
点を当てる。合理の原則は、行為が｢単に競争を規制し、おそらくそれによって競争を促進する
か、それとも、競争を抑制し又は破壊することさえあるようなものか｣について柔軟な調査を伴
う。一部の制限は明らかに反競争的であるため、詳細な市場分析なしに結論できるが、他の制
限はより集約的な市場分析が要求される。原告らは、被告らが彼らの販売する商品に含まれる
特徴を制限又は固定することを共謀したと示唆している。シャーマン法はそのような協定を大
きな懐疑をもって捉えてきた。他方で、製品の品質標準を定義する(又は製品品質に関する情報を
交換する)共同の取組は、それらの標準がどのように実施されるか(又は情報がどのように使用され
るか)についての相互の合意を含まない場合、一般的に合理の原則の下で反競争的効果と競争促
進的効果の両方について検討される。これは、｢意味のある保護措置｣を伴う任意の製品標準が
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時として｢重要な競争促進的利点｣を持つことができるからである。共有された情報について行
動を取るかどうか又はいかに行動するかについてのさらなる理解を含まない非価格情報を共有
する協調的取決めも、典型的に柔軟な合理の原則の下で検討される。したがって、当初におい
て、原告らの申立てを調査して、彼らが競合他社間の、共有された情報についてどのように行
動するか及び彼らが販売する又は販売しない商品の価格設定若しくは特徴についての合意の合
理的な申立てを含むかどうかを判断することが重要である。合理の原則の下での競争効果の評
価は、それらが消費者にとって重要である場合、ニュースの内容、品質、多様性を含む、消費
者厚生に影響を与える競争のすべての側面を考慮する。したがって、被告らの協調的努力が偽
情報を特定するための標準の定義のみを指向し、互いのために偽情報に印を付ける際にそのよ
うな標準を適用することに向けられているとの被告らの主張が正しいとしても、そのような共
同の活動は、潜在的な反競争効果が適切に申し立てられた場合、当該効果についてシャーマン
法１条の精査を受ける。 
 
(米国競争法(政策)の担当は、白石 幸輔・名古屋商科大学経済学部准教授。お問い合わせは、公正取引協
会 info@koutori-kyokai.or.jp までお願いします。) 
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Ⅱ 欧州競争法(政策)  
 

本号では、共謀事件と外国補助金事件を取り上げる。 
1 件目の共謀事件おいて、欧州委員会は港湾で使用される電気コンテナ取扱機器の共同購

入に関する持続可能性協定と、技術仕様の決定をめぐる EU 競争法への適合性に関する非公
式ガイダンスを発出した。本ガイダンスは、EU 域内の港湾におけるディーゼル機器から電
気機器への移行を加速させ、CO2 排出量の削減に貢献するものである。 

2 件目の外国補助金事件において、欧州委員会は外国補助金規則に基づき、Abu Dhabi 

National Oil Company(ADNOC)による Covestro の買収を評価するため、詳細審査を開始し
た。欧州委員会は、アラブ⾸⻑国連邦(UAE)が供与した補助金が EU 域内市場を歪めるおそ
れがあることに予備的懸念を抱いている。 

 
１ 共謀事件 
(1) 欧州委員会、欧州の港湾における CO2 排出量削減のための持続可能性協定に関するガイ

ダンスを提供(2025 年7 月9 日)4 
 

欧州委員会は 2025 年 7 月 9 日、港湾で使用される電気コンテナ取扱機器の共同購入に関す
る持続可能性協定と、技術仕様の決定をめぐる EU 競争法への適合性に関する非公式ガイダン
スを発出した。本ガイダンスは、EU 域内の港湾におけるディーゼル機器から電気機器への移
行を加速させ、CO2 排出量の削減に貢献するものである。 

本非公式ガイダンスは、自動車部門のライセンス交渉グループに関する別のガイダンスと同
時に発出される。両ガイダンスは、2022 年に改訂された非公式ガイダンス告示に基づいて欧
州委員会が発出した初のガイダンスである。事業者は本告示の下、新規又は未解決の問題に対
する EU 競争法の適用について欧州委員会に非公式の指針を求めることで、自己の協定又は単
独行為について十分な情報に基づいた評価を行うことが可能となる。 
 
対象となる協定 

Maersk Group の一部である港湾ターミナル運営会社 APM Terminals は、欧州委員会に対
しバッテリー／電気ストラドルキャリア(港湾で使用される一般的なコンテナ取扱機器)とシャト
ルキャリアの共同購入と、最低技術仕様の共同決定を内容とする他の港湾ターミナル運営者と
の契約に関して、非公式ガイダンスの発出を要請した。 

ヨーロッパの港で使用されているストラドルキャリアとシャトルキャリアのほとんどは、デ
ィーゼルを動力とする。港湾ターミナルの運営者は、大幅に高額なコストのほか、供給者が製

 
4 Presse Release, European Commission, Commission provides guidance on sustainability agreement to reduce CO2 
emissions in European Ports, 9 July 2025. 
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造する充電機器間の相互運用性の欠如のため、バッテリー／電気ストラドルキャリアとシャト
ルキャリアの購入に消極的であった。 

想定される協定は、以下の 3 点により港湾ターミナル事業者のコスト削減を目的とする。 
(ⅰ)本製品の将来の需要の一部を当事者間でプールできるようにする 
(ⅱ)供給者に対し、将来の需要に関する予測可能性を提供する 
(ⅲ)供給者が製造する充電機器間の相互運用性を向上させる 

 
非公式のガイダンスレター 

欧州委員会は提案された協定は、以下の内容を確保する保護措置が含まれていることから、
101 条の下での競争上の懸念を惹起するものではないと考えている。 

(ⅰ)参加港湾ターミナル運営者は、それぞれ独立してストラドルキャリアとシャトルキャリア
の購入を継続できること 

( ⅱ )本協定を通じてプールされる需要量には上限が設定されており、上記製品の供給者に対す
る反競争的効果が生じないこと 

(ⅲ)参加ターミナル運営者間の競争上機微な情報の交換は、本協定の運用に厳に必要な範囲に
限られること 

欧州委員会は、主として APM Terminals から提供された情報に基づいてガイダンスを策定
した。本ガイダンスは 5 年間にわたり EEA(欧州経済領域)に限定して適用される。 
 
背景 

APM Terminals は 2024 年 12 月、非公式ガイダンス告示に従って、非公式ガイダンスの要
請を提出した。施行規則 2003 年 1 号は、事業者が自己の行為の法的評価を行うに相応しい状
況にあるのが通例であることから、自己評価に基づく 101 条と 102 条の執行体制を構築して
いる。その一方、本規則は欧州委員会が本告示に従って、EU 競争法の適用に関する新規又は
未解決の問題を含む事例について事業者に非公式ガイダンスを提供できることを規定する。ガ
イダンスの要請は、施行規則 2003 年 1 号に規定される自己評価の枠組と矛盾するものであ
り、ガイダンスを受領すべきではないが、欧州委員会は EU 競争法の解釈に関する非公式ガイ
ダンスについて、適切であり、執行の優先順位に合致すると判断する場合、書面による声明(ガ
イダンスレター)を発出できる。 

本告示の下、ガイダンスレターは事業者が協定又は単独行為について十分な情報に基づく評
価の実施に資することを目的とする。対象事業者には、EU 競争法の適用可能性について独自
の自己評価を実施することが求められる。 

ガイダンスレターは、申請者が要請において提示した事実に関する欧州委員会の見解を反映
するものであり、申請者又は第三者にいかなる権利や義務も生じさせるものではない。またガ
イダンスレターは、申請者から提供された情報の正確性と真実性を条件としており、申請者か
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ら提供された情報と重大な乖離がある場合、ガイダンスレターは機能しない。なお、ガイダン
スレターは EU 司法裁判所による同一の質問の評価に予断を与えるものではない。 
 
２ 買収事件 
(1) 欧州委員会、ADNOC によるコベストロの買収に関する外国補助金の詳細な調査を開始

(2025 年7 月28 日)5 
 

欧州委員会は、外国補助金規則(以下｢FSR｣という。)に基づき、Abu Dhabi National Oil 
Company PJSC(以下｢ADNOC｣という。)による Covestro の買収を評価するため、詳細審査を開
始した。欧州委員会は、アラブ⾸⻑国連邦(UAE)によって付与された外国補助金が EU 域内市
場を歪めるおそれがあることに予備的懸念を抱いている。 
 
欧州委員会の予備的懸念 

予備審査の結果、ADNOC と Covestro は EU 域内市場を歪める外国からの補助金を受け取
る可能性があることが明らかになった。 

供与される可能性がある外国補助金には、UAE からの無制限の保証や ADNOC による
Covestro への増資が含まれる。欧州委員会は、外国補助金により ADNOC が市場状況と一致
しない評価額と財務条件で Covestro を買収できた可能性があり、補助金を供与されていない
投資家は対抗できなかったという予備的懸念を抱いている。また欧州委員会は、本件取引によ
り ADNOC が域内市場の競争状況に影響を与える投資戦略を採用できる可能性があるという
予備的懸念を抱いている。 

欧州委員会は、詳細審査において、特に以下を評価する。 
・ADNOC が受領した可能性のある外国補助金が買収過程の結果を歪めたか。ADNOC が

異常に高い価格やその他有利な条件を提示したため、他の投資家のオファーを思いとどま
らせた可能性がある。 

・このような潜在的な可能性のある外国補助金が本件取引後の合併により誕生する事業者
の域内市場における活動に悪影響を与える可能性があるか。 

本件取引は、2025 年 5 月 15 日に欧州委員会に通知された。欧州委員会は 2025 年 12 月 2
日を期限とする 90 就労日以内に決定を下すことになる。詳細審査の開始は、審査結果に予断
を与えるものではない。 
 
関係事業者 

ADNOC は、アラブ⾸⻑国連邦に本社を置く国営の石油・ガス生産者であり、アブダビの

 
5 Presse Release, European Commission, Commission opens in-depth foreign subsidies investigation into ADNOC’s 
acquisition of Covestro, 28 July 2025. 
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国営石油会社である。 
Covestro(旧 Bayer MaterialScience AG)は、ドイツで設立された上場企業であり、高性能ポリ

マーと高性能ポリマー用のコンポーネントの供給に注力している化学メーカーである。同社は、
多くの分野にサービスを提供し、現在約 1 万 8000 人の従業員を擁している。 
 
外国補助金規制に基づく手続 

FSR は、2023 年 7 月 12 日に適用が開始された。FSR の下、欧州委員会は外国補助金によ
る歪曲に対処することが可能となり、EU は貿易と投資にオープンでありつつ、域内市場で事
業を展開するすべての事業者に対し公平な競争条件を確保することができる。 

FSR によると、合併企業、買収企業又は合弁事業の少なくとも 1 社が EU において設立さ
れ、少なくとも 5 億ユーロ(850 億円、1 ユーロ＝170 円)の EU 域内売上高を有し、当事者が集
中に先立つ 3 年間に第三国から少なくとも 5000 万ユーロ(85 億円)の外国の資金貢献を供与さ
れた場合、事業者は当該集中を欧州委員会に通知することが求められる。 

欧州委員会は 90 就労日の詳細な調査の終了までに、(ⅰ)競争の歪曲を完全かつ効果的に是正
するものである場合、事業者が提案した問題解消措置を受け入れるか、(ⅱ)集中を禁止するか、
(ⅲ)異議なしの決定を採択する。 

 
(欧州競争法(政策)の担当は、多田 英明・東洋大学法学部教授。お問い合わせは、公正取引協会
info@koutori-kyokai.or.jp までお願いします。) 


